
使用料及び手数料
3億7,017万7千円

市税
101億
3,405万
3千円

地方譲与税・
各種交付金

22億5,872万円

地方交付税
44億8,430万
4千円

財産収入
9,490万1千円

繰入金
6,236万7千円

市債19億
1,735万
3千円

その他
12億1,157万4千円

国庫支出金
74億

6,123万円

府支出金
22億5,550万
9千円

303億
189万3千円

分担金及び負担金
5,170万5千円

総務費
33億7,615万

4千円

その他（議会費、農林水産業費、商工費、諸支出金）
10億5,276万2千円

296億
6,871万7千円

民生費
123億640万

8千円
衛生費

34億387万
4千円

土木費
23億5,001万

4千円 

消防費
8億4,499万2千円

教育費
36億9,032万

5千円

公債費
26億

4,418万
8千円

　一般会計決算は、歳入が303億189万3千円、歳出が296億6,871万7千円となり、差し引き6億
3,317万6千円のプラス収支となりました。市の財政状況は社会保障に係る費用の増加が予想される中、
土地開発公社の負債や、公共施設の老朽化対策等、多くの問題が山積しており、依然として厳しい状況が
続くことが予測されます。
　今後も継続的・安定的な行政サービスを提供していくため、さらなる歳入の確保に努めるとともに、そ
の財源を最大限に生かした、効果的で効率的な財政運営を進めます。

▷ 固定資産税が4億4,295万4千円増加したこと
等により、市税が5億7,928万2千円の増

▷ 令和3年度に子育て世帯への臨時特別給付金の
支給事業費の交付があった影響や星田北地域の
土地区画整理事業がおおむね完了したことによ
る社会資本整備交付金が減少したこと等から、 
国庫支出金が9億2,542万3千円の減

▷ 星田北・星田駅北土地区画整理事業費等の減少に
より、土木費が11億8,067万3千円の減

▷ 小中一貫校建設事業の開始により、教育費が3億
9,829万円の増

主な事業
〇�プレミアム付商品券事業 4億4,256万2千円
〇�水道事業会計繰出事業（水道基本料金の免除）　

 6,518万7千円
〇�いわふね自然の森スポーツ・文化センター空調設

備等改修事業 9,497万8千円
〇�こども医療費助成拡充事業 1,787万7千円

会計別決算額 単位:千円
会計名 歳入総額 歳出総額 繰越財源 実質収支 単年度収支

一般会計 30,301,893 29,668,717 74,269 558,907 107,901

国民健康保険
特別会計 7,646,397 7,535,178 0 111,219 △ 69,652

介護保険特別会計 6,330,728 6,294,974 0 35,754 △ 73,967

公共用地先行取得
事業特別会計 254,209 254,209 0 0 0

後期高齢者医療
特別会計 1,682,235 1,547,270 0 134,965 71,140

合計 46,215,462 45,300,348 74,269 840,845 35,422

公社・公営企業会計等 単位:千円
会計名 総収益（歳入） 総費用（歳出） 純利益 前年度純利益

土地開発公社会計 858,484 839,461 19,023 △170,519

水道事業会計 1,360,535 1,381,806 △21,271 59,037

下水道事業会計 1,421,277 1,163,511 257,766 263,138

単位:千円
土地開発公社借入金の状況

期間 借入金額 平均利率

長期 5,222,000 0.145%

基金と市債 単位:千円
基金（貯金）残高

財政調整基金 4,338,403

減債基金 984,966

その他特定目的基金 2,375,982

合計 7,699,351

単位:千円
市債（借金）残高

一般会計債 26,047,224

公共用地先行取得事業
会計債 1,463,090

合計 27,510,314
※水道および下水道分、土地開発公社分は除きます。

健全化判断比率

項目 説明 令和4年度 令和3年度 早期健全化
基準

財政再生
基準

実質赤字比率 財政規模に対する赤字の割合 なし なし 12.72% 20.0%

連結実質赤字比率 特別会計も含めた実質赤字比率 なし なし 17.72% 30.0%

実質公債費比率 収入規模に対する公債費の割合 7.6% 8.9% 25.0% 35.0%

将来負担比率 財政規模に対する、今後負担する
ことになる負債の割合 44.9% 55.5% 350.0%

資金不足比率
（水道事業） 公営企業の事業規模に対する資

金不足の割合

なし なし 20.0%

資金不足比率
（下水道事業） なし なし 20.0%

※ 実質赤字比率、連結実質赤字比率は黒字のため、また資金不足比率は資金不足が発生しないため「なし」と表示
しています。

歳　入 歳　出

問 財務課☎892-0121
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